
1．5G商用サービスの開始
　2020年3月から携帯電話事業者による5G（第5世代移動
通信システム）の商用サービスが開始された。5Gには、「超
高速」「超低遅延」「多数同時接続」という、3つの特長が
ある。こうした特長を活かして、観光地やスタジアムの様
子を、遠隔でも様々な視点から臨場感ある映像で視聴でき
るようになるなど、これまでにない新たなサービスが期待さ
れている。
　特に、「超低遅延」や「多数同時接続」は5Gならではの
特長である。「超低遅延」という遅延が少ないという特長
を活かすことで、リアルタイムな通信が実現できる。また、

「多数同時接続」という特長を活かすことで、多数のIoT
機器を同時につなぐことができる（図1）。これらの特長を
活かして、農業では自動農場管理、製造業ではスマート工
場への応用、建設業では建設機械の遠隔制御など、産業
分野においても様々なシーンでの利用が検討されている。

2．5G総合実証試験の実施
　総務省では、5Gの実現に向けた研究開発、国際連携・

国際標準化、5G用の周波数割当てや技術基準の策定等の
取組みを推進してきた。その一環として、5Gの実現による
新たな市場の創出に向けて、様々な利活用分野の関係者
が参加する「5G総合実証試験」を、2017年度から2019年
度までの3年間、実施した（図2）。ここでは、3年間の5G
総合実証試験の取組みについて、振り返る。
　初年度となる2017年度は、実際の5G利活用分野を想定
して、携帯電話事業者が主体的にテーマと場所を複数選定
し、超高速・大容量、超低遅延、多数同時接続といった
5Gの特長に関する技術検証を実施した。
　2018年度は、総務省「ICTインフラ地域展開戦略検討会」
の「8つの課題」に基づき、様 な々ユースケースについて、5G
の技術検証及び性能評価を実施した。また、総務省では、
地方が抱える様々な課題の解決につながる地方発のユニー
クなアイデアを発掘することを目的として、「5G利活用アイ
デアコンテスト」を実施した。2018年10月から同年11月に
かけて提案を募集したところ、計785件の応募をいただい
た。同年12月に総務省総合通信局・総合通信事務所（全
国11か所）で一次選考を実施し、2019年1月に一次選考を1位
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■図1．第5世代移動通信システム（5G）の特長
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■図2．3年間の5G総合実証試験の取組み

■図3．2019年度の5G総合実証試験の実施概要
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で通過した優秀な提案によるコンテスト（二次選考）を総
務省本省において開催した。二次選考では、各提案者か
らプレゼンテーションがなされ、審査員による審査の結果、
四国選抜の「5Gの特性を活かした高技能工員の労働環境
改善・労働安全確保・技能伝承の実現」（提案者：愛媛大
学大学院理工学研究科分散処理システム研究室）が総務
大臣賞を受賞した。その他の提案についても、5G特性活
用賞、地域課題解決賞など、各賞が授与された。
　2019年度は、これまでの技術検証の成果や5G利活用ア
イデアコンテストの結果等を踏まえ、5Gによる地域課題の
解決に資する利活用モデルにより力点を置いた実証を全国
23か所で実施した（図3、図4）。
　以下、2019年度の5G総合実証試験の実施状況について、
紹介する。
　例えば、（株）NTTドコモ等は、先述した5G利活用アイ
デアコンテストで総務大臣賞を受賞した「5Gの特性を活か
した高技能工員の労働環境改善・労働安全確保・技能伝
承の実現」のアイデアを踏まえ、愛媛県今治市の造船所に
おいて、「高精細画像によるクレーン作業の安全確保」の

実証を行った。より安全に造船所におけるクレーン操作を
行うため、5Gの超高速・大容量通信を用いて死角となって
いる場所の高精細映像を運転台に送信することで、死角を
解消し、その映像を確認しながら安全に作業できる環境
を実現することが可能になる。
　KDDI（株）等は、三重県伊賀市において、「建設機械
の遠隔操縦・統合施工管理システム」の実証を行った。5G
の超低遅延通信を活用して、ダム工事現場での道路造成
工事を模擬した現場において、建設機械の遠隔操縦と施
工作業の管理を行うことで、現場作業員の人手不足の解消
や作業状況のリアルタイムな把握が可能になる。
　Wireless City Planning（株）等は、北海道赤井川村に
おいて、「トンネル内における作業者の安全管理」の実証を
行った。5Gの多数同時接続通信を活用して、トンネル工事
現場において、環境センサによるトンネル内の異常検知を
行うとともに、災害・事故時に建設機械を遠隔操作するこ
とで、作業員の安全の確保等を実現することが可能になる。
　また、総務省では、2019年度の5G総合実証試験の成果
等を広く国内外に発表するため、「5G国際シンポジウム

■図4．2019年度に実施した5G総合実証試験の例
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2020」を2020年2月に開催するなど、5Gに関する周知・広
報にも取り組んできた。

3．5Gの普及・展開
　5Gを日本全国に展開するには、できるだけ多くの5G基
地局を整備する必要がある。5G用の周波数割当てについ
て、紹介する。
　総務省は、2019年4月10日、携帯電話事業者4社に5G用の
周波数の割当て（特定基地局の開設計画認定）を行った。
3.7GHz帯及び4.5GHz帯においては、（株）NTTドコモに
200MHz幅（3600〜3700MHz及び4500〜4600MHz）、
KDDI（株）／沖縄セルラー電話（株）に200MHz幅（3700〜
3800MHz及び4000〜4100MHz）、ソフトバンク（株）に100MHz
幅（3900〜4000MHz）、楽天モバイル（株）に100MHz幅（3800
〜3900MHz）を割り当てた。また、28GHz帯においては、（株）
NTTドコモに400MHz幅（27.4〜27.8GHz）、KDDI（株）／
沖縄セルラー電話（株）に400MHz幅（27.8〜28.2GHz）、ソ
フトバンク（株）に400MHz幅（29.1〜29.5GHz）、楽天モバ
イル（株）に400MHz幅（27.0〜27.4GHz）を割り当てた。
　総務省では、早期展開の観点から、2019年4月の5Gに係
る周波数割当ての際に、各携帯電話事業者に対して、2年
以内に全都道府県でのサービスを開始することを義務付け
た。また、開設指針において、都市・地方を問わず広範に
全国展開をするため、全国を10km四方のメッシュに区切り、
その地域での基盤となる5G高度特定基地局が整備された
メッシュの割合を「5G基盤展開率」と定め、評価指標とし
たところである。携帯電話事業者各社の整備計画によれば、
2023年度末には、各社合計の5G基盤展開率は98%となる

■図5．ローカル5Gのイメージ

予定であり、地方も含む全国に5Gネットワークが展開される
見込みである。5Gは、地域の発展に不可欠な21世紀の基
幹インフラとして、全国への速やかな展開が期待される。

4．ローカル5Gの推進
　総務省では、地域や産業の個別のニーズに応じて、地域
の企業や自治体などの様々な主体が、それぞれの建物や
敷地内でスポット的に柔軟に構築して利用することができる

「ローカル5G」を推進している（図5）。
　地域の企業等の様々な主体によるローカル5G等を活用し
た地域課題解決を実現するため、多種多様なローカル5G
基地局の設置場所・利用環境下を想定したユースケースに
おけるローカル5Gの技術検証を実施するとともに、当該検
証を通じてローカル5G等を活用した地域課題解決モデルを
構築するための開発実証を2020年度から実施している。
2020年度は、一次産業（農業、漁業）、工場、インフラ・
モビリティ、観光・文化・スポーツ、防災・防犯、働き方改
革、医療・ヘルスケアの各分野の実証課題について、実証
を行っている。
　こうした取組み等を通じて、総務省では、引き続き、5G
のインフラ整備やローカル5Gを含めた5G利活用の促進に
一体的に取り組んでまいりたいと考えている。
　最後に、5Gによる地域課題の解決等を行っていくために
は、通信事業者や機器ベンダの知見に加えて、5Gを活用
するユーザ側の視点やアイデアが非常に重要となる。5G総
合実証試験で得られた知見等も活用され、通信事業者、
機器ベンダ、ユーザ等の様々な主体が連携することにより、
5Gの普及・展開が進むことを期待している。
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